
2005 年度第１四半期 決算公表 

 

三菱商事は 7月 29日（金）午後 1時 30分、2005 年度第 1四半期決算公表を行いました。 

 

業績(連結決算・米国基準)の主要項目は、以下の通りです。 

                                      （億円） 

 2005 年度第 1四半期決算 2004 年度第 1四半期決算 

売上高 ４３，２８８ ４０，２８３

売上総利益 ２，３０６ １，９４６

営業利益 ６６４ ３６２

当期純利益 ７７５ ４２８

 

今回の２００５年度第１四半期決算では、最終的な損益を示す連結純利益は四半期としては

史上最高益の７７５億円、前年同期の４２８億円に対して８１％の大幅な増益となりました。 

 

今回の決算の特徴は以下の通りです。 

① 好業績だった前年同期の連結純利益を再び更新し、四半期決算として最高益を達成した

こと。 

② 引き続き好調なエネルギー事業、金属の他、化学品、生活産業の４グループで前年同期比 

５０％以上の増益を達成したこと。 

③ 原料炭価格の上昇による増益が、第２四半期以降に見込まれ、第１四半期の決算には含ま

れていないにも拘らず、現時点での通期見通しに対する達成率が２８％となっており、極め

て好調に推移していること。 

 

詳しくは、2005年度第1四半期決算公表資料をご参照下さい。 
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1．四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：  無

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：  無

③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：  有

2006年3月期第1四半期 連結子会社数   377 社 持分法適用会社数   173 社

（参考） 2 0 0 5年3月期 連結子会社数   366 社 持分法適用会社数   143 社

（注） 連結対象会社数には、当社が直接連結経理処理を実施している会社のみ含めております。

2．2006年3月期 第１四半期財務・業績の概況（2005年4月1日～2005年6月30日）

（１）経営成績（連結）の進捗状況 （百万円未満四捨五入）
売 上 高 営 業 利 益 税引前利益 当 期 純 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2 0 0 6 年 3 月期 第1四半期 4,328,840 (7.5) 66,435 (83.4) 103,781 (70.9) 77,452 (80.9)

2 0 0 5 年 3 月期 第1四半期 4,028,331 (13.1) 36,220 (18.7) 60,720 (35.2) 42,820 (35.6)

( 参考 ) 2 0 0 5 年 3 月期 17,132,704 (12.9) 183,365 (40.5) 209,799 (39.8) 182,369 (57.2)

1株当たり当期純利
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2 0 0 6 年 3 月期 第1四半期 49.47 45.70

2 0 0 5 年 3 月期 第1四半期 27.35 25.26

(参考 ) 2 0 0 5 年 3 月期 116.49 107.58

（2）財政状態（連結）の変動状況
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

2 0 0 6 年 3 月期 第1四半期 9,246,681 1,600,908 17.3 1,022.40

2 0 0 5 年 3 月期 第1四半期 8,408,435 1,248,203 14.8 797.27

(参考 ) 2 0 0 5 年 3 月期 9,149,938 1,504,454 16.4 960.85

（注） ① 当社の連結財務諸表は、米国会計基準により作成しております。
② 第1四半期迄の数値については、監査法人による会計監査を受けておりません。
③ 売上高、営業利益、税引前利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率です。
④ 売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
なお売上高は、当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計となっております。

⑤ 2006年3月期通期見通しについては、変更はありません。
⑥ 2005年3月期第1四半期の経営成績（連結）の進捗状況及び財政状態（連結）の変動状況につきましては、会計原則審議会
意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」に基づき、修正再表示を行っております。

［連結業績の概況（2005年4月1日～2005年6月30日）］
当第1四半期の売上高は、メタルワンでの取引が堅調に推移したことなどにより、前年同期を3,005億円(7.5%)上回る
4兆3,288億円となりました。売上総利益も、鉄鋼製品及び石油関連が引き続き好況であることに加え、原料炭事業
の採算向上や、食品関連子会社の新規連結などにより、前年同期を360億円（18.5%）上回る2,306億円となりました。
販売費及び一般管理費は、新規連結子会社の影響などにより負担増となりましたが、売上総利益の増加がこれを
上回り、営業利益は前年同期比302億円（83.4%）増加の664億円となりました。
その他の損益項目については、有価証券損益が前年同期に計上した株式売却益の反動により減少したものの、
受取配当金がエネルギーや金属の資源関連を中心に大幅に増加したことに加え、その他の損益も為替の評価益
などの計上により増加しました。
また、持分法による投資損益も、エネルギーや金属の資源関連などで増益となったことにより、前年同期比48億円
(25.4%)増加の236億円となりました。
以上の結果、当期純利益は前年同期に比べ346億円(80.9%)増益の、775億円となりました。
なお、当年度通期見通しの2,800億円に対する達成率は27.7％となっております。



連　結　損　益　計　算　書

[米国の会計基準により作成]
三 菱 商 事 株 式 会 社

(単位：百万円)

前 年 同 期 比

(2005.4～ (2004.4～ 増 減 額 増減率
2005.6) 2004.6)

収益 ％

商品販売及び製造業等による収益 893,706  799,974  93,732  11.7  

売買取引に係る差損益及び手数料 162,491  139,690  22,801  16.3  

収益合計 1,056,197  939,664  116,533  12.4  

商品販売及び製造業等による収益
に係る原価

 売  上  総  利  益 230,595  194,643  35,952  18.5  

その他の収益・費用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △ 162,987  △ 158,388  △ 4,599  2.9  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △ 1,173  △ 35  △ 1,138  ／

利 息 ( 受 取 利 息 差 引 後 ) △ 184  △ 541  357  △ 66.0  

受 取 配 当 金 18,684  10,693  7,991  74.7  

有 価 証 券 損 益 3,242  8,391  △ 5,149  ／

固 定 資 産 損 益 4,068  817  3,251  ／

そ の 他 の 損 益 11,536  5,140  6,396  ／

そ の 他 の 収 益 ･ 費 用 計 △ 126,814  △ 133,923  7,109  ／

 税  引  前  利  益 103,781  60,720  43,061  70.9  

△ 40,010  △ 31,218  △ 8,792  ／

 税  引  後  利  益 63,771  29,502  34,269  116.2  

△ 9,896  △ 5,490  △ 4,406  ／

23,577  18,808  4,769  25.4  

 当  期  純  利  益 77,452  42,820  34,632  80.9  

(注)１．当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。
    ２．前年度上期に、米国の発生問題専門委員会報告（EITF）第99-19号 「契約当事者における収益の総額表示と代理人における
        収益の純額表示」に基づく「収益」の算定方法と開示について、見直しを行っております。
        この見直しに基づき、前年同期の「収益」および「原価」について再表示しております。
    ３．前年同期まで「持分法による投資損益」に含めていた「関連会社に対する投資」にかかる税効果を、当年度では「法人税等」
        に含めて表示しております。これに伴い、前年同期も同様に組替えて表示しております。
    ４．前年同期の数値については、会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」に基づき、
        修正再表示を行っております。
    ５．日本の会計慣行による「売上高」及び「営業利益」は、次の通りとなります。

2005年度第1四半期 2004年度第1四半期 増減額 増減率（％）
売       上       高  4,328,840  4,028,331  300,509  7.5  

 営    業    利    益   66,435  36,220  30,215  83.4  

      「売上高」は、当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計です。

      「営業利益」は、「売上総利益」、「販売費及び一般管理費」及び「貸倒引当金繰入額」を合計したものです。

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

10.8  

科　　　　　　目

825,602  745,021  80,581  △ △ △

2005年度 2004年度

法 人 税 等

少 数 株 主 持 分 利 益

第1四半期 第1四半期

　



　  

要　約　連 結 貸 借 対 照 表
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

(単位：百万円)

2005年6月末 2005年3月末 増　減　額

資     産     の     部 　

  流    動    資    産

910,036  898,053  11,983  

2,917,243  2,985,168  △ 67,925  

684,764  667,968  16,796  

376,630  322,516  54,114  

流 動 資 産 合 計 4,888,673  4,873,705  14,968  

　投 資 及 び 長 期 債 権

2,313,496  2,225,300  88,196  

551,484  594,930  △ 43,446  

投資及び長期債権合計 2,864,980  2,820,230  44,750  

　有形固定資産 （減価償却累計額控除後） 1,234,694  1,227,161  7,533  

　そ  の  他  の  資  産 258,334  228,842  29,492  

合           計 9,246,681  9,149,938  96,743  

負 債 及 び 資 本 の 部

　流    動    負    債

短期借入金及び一年以内に

　　期限の到来する長期借入債務 1,052,543  1,106,608  △ 54,065  

2,259,283  2,218,018  41,265  

490,607  535,793  △ 45,186  

流 動 負 債 合 計 3,802,433  3,860,419  △ 57,986  

　長  期  借  入  債  務 3,088,917  3,024,709  64,208  

　そ の 他 の 固 定 負 債 754,423  760,356  △ 5,933  

　資                本

126,737  126,705  32  

179,664  179,632  32  

利 益 準 備 金 37,895  37,173  722  

そ の 他 の 利 益 剰 余 金 1,196,443  1,138,509  57,934  

未 実 現 有 価 証 券 評 価 益 291,227  278,288  12,939  

未 実現デリバティブ評価益 2,408  2,883  △ 475  

最 小 年 金 債 務 調 整 額 △ 38,589  △ 38,542  △ 47  

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 193,764  △ 219,264  25,500  

累積その他の包括損益合計 61,282  23,365  37,917  

△ 1,113  △ 930  △ 183  

資   本   合   計 1,600,908  1,504,454  96,454  

合           計 9,246,681  9,149,938  96,743  

(注)当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。

現 ・ 預 金 及 び 短 期 運 用 資 産

営 業 債 権（貸倒引当金控除後)

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

関連会社投資等及びその他の投資

長 期 債 権（貸倒引当金控除後）

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

累 積 そ の 他 の 包 括 損 益

営 業 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

　



連 結 包 括 損 益 計 算 書
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

(単位：百万円)

科        目
2005年度 第1四半期 2004年度 第1四半期

（2005.4～2005.6） （2004.4～2004.6）

包 括 損 益 

当   期   純   利   益 77,452  42,820  

当期その他の包括損益－税効果後

未実現有価証券評価益増減額 12,939  4,758  

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨ ﾌﾞ評価益増減額 △ 475  △ 1,785  

最小年金債務調整額期中増減額 △ 47  △ 881  

為替換算調整勘定期中増減額 25,500  △ 9,041  

当期その他の包括損益－税効果後－計 37,917  △ 6,949  

包  括  損  益  合  計 115,369  35,871  

(注)1.当連結財務諸表は、監査法人による会計監査を受けておりません。

    2.前年同期の数値については、会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資

      の会計処理」に基づき、修正再表示を行っております。

　



オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・ セ グ メ ン ト 情 報
[米国の会計基準により作成]

三 菱 商 事 株 式 会 社

当第１四半期（2005.4～2005.6）

（単位：百万円）

新機能事業
ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ
事 業

金 属 機 械 化 学 品 生活産業 計
消 去
又は全社

連結金額

売 上 高 54,068 949,729 959,320 735,134 458,358 1,178,138 4,334,747 △5,907 4,328,840

売上総利益 11,373 21,545 53,092 45,468 18,839 79,094 229,411 1,184 230,595

当期純利益 5,767 15,702 17,582 14,492 6,825 12,528 72,896 4,556 77,452

総 資 産 823,300 1,152,226 2,105,127 2,259,899 647,635 1,809,306 8,797,493 449,188 9,246,681

前年同期（2004.4～2004.6）

（単位：百万円）

新機能事業
ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ
事 業

金 属 機 械 化 学 品 生活産業 計
消 去
又は全社

連結金額

売 上 高 55,413 952,231 789,557 733,470 421,729 1,089,465 4,041,865 △13,534 4,028,331

売上総利益 11,336 13,366 39,431 39,636 18,442 72,501 194,712 △69 194,643

当期純利益 6,512 7,529 9,463 14,450 4,357 7,456 49,767 △6,947 42,820

総 資 産 1,047,869 896,345 1,763,322 2,187,631 593,266 1,552,635 8,041,068 367,367 8,408,435

(注) 1.  各オペレーティング・セグメント情報は、監査法人による会計監査を受けておりません。
　　  2.  売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
　　　　　なお、売上高は当社及び連結子会社が契約当事者または代理人等として行った取引額の合計となっております。
　　  3.  当第１四半期及び前年同期における総資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ
　　　　　1,008,103百万円、861,028百万円です。その主なものは財務活動にかかる現金・預金及び有価証券等の資産です。
　　  4． 前年同期の数値については、会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計処理」に基づき
　　　　　修正再表示を行っております。



 

2005年度

（単位：億円） 第1四半期 第1四半期 増減 達成率

売        上         高   (*1) 43,288 40,283 3,005 175,000 25% 

売 上 総 利 益 2,306 1,946 360 a 10,000 23% 

販売費及び一般管理費 ▲1,630 ▲1,584 ▲46 b ▲6,970 23% 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲12 - ▲12 ▲30 40% 

営     業     利     益  (*1) 664 362 302 3,000 22% 

利息（受取利息差引後） ▲2 ▲5 3 ▲130 2% 

受 取 配 当 金 187 107 80 400 47% 

有 価 証 券 損 益 32 84 ▲52 d

固 定 資 産 損 益 41 8 33 e 330 57% 

そ の 他 の 損 益 116 51 65 f

税 引 前 利 益 1,038 607 431 3,600 29% 

法 人 税 等 ▲400 ▲312 ▲88 ▲1,500 27% 

少 数 株 主 持 分 ▲99 ▲55 ▲44 ▲300 33% 

持 分法に よ る 投資損益 236 188 48 g 1,000 24% 

当 期 純 利 益 775 428 347 2,800 28% 

基 礎 収 益 (*2) 1,097 652 445 4,300 26% 

(*2)基礎収益＝営業利益（貸倒引当金繰入額控除前）＋利息収支＋受取配当金＋持分法による投資損益

2005年6月末

増減 当四半期末比

総 資 産 92,467 91,499 968 h 95,000 2,533 

株 主 資 本 16,009 15,045 964 i 17,500 1,491 

有利子負債 GROSS (*3) 40,907 40,991 ▲84 j 42,000 1,093 

有利子負債 NET      (*3) 34,247 34,790 ▲543 36,000 1,753 

（有利子負債倍率  GROSS） (2.6倍） (2.7倍) (▲0.1倍) (2.4倍) (▲0.2倍)

（有利子負債倍率  NET    ） (2.1倍） (2.3倍） (▲0.2倍) (2.1倍) -

(*3)有利子負債にはFAS133適用による影響額を含めておりません。

２００５年度第１四半期連結決算（米国基準）

2006年3月末見通し
（2005/4/28公表時）

前年同期比の増減
2004年度

2005年度
通期業績見通し

a.【売上総利益】
エネルギー関連、金属資源、鉄鋼製
品の好況に加え、食品関連事業の業
容拡大などにより、売上総利益は前
年同期比18%の増益となった。

b.【販売費及び一般管理費】
食品関連事業の業容拡大により、総
利益の増加見合いに販管費も増加し
た。

c.【金融収支】
資源関連の受取配当金増加により、
金融収支は増益となった。

d.【有価証券損益】
①上場有価証券評価損
     ・・・▲ 1[▲1←0]
②不良資産償却関連損失
     ・・・▲ 3[▲16←▲13]
③その他株式売却損益等
     ・・・▲48[＋49←＋97]

e.【固定資産損益】
固定資産売却益により増益となった。

f.【その他の損益】
為替関連損益の改善により増益と
なった。

g.【持分法投資損益】
資源関連や石油化学品関連会社が
好調に推移したことなどにより増益と
なった。

2005年3月末
2005年3月末比の増減

損益の状況

２ ０ ０ ５ 年 ７ 月 ２ ９ 日
（ 三菱商事株式会社 ）

資産と負債の状況

【主要指標推移】       2005年度         2004年度
                      第1四半期         第1四半期        増   減
   油価（USD/BBL）      47.9            33.3       14.6 (44%の上昇)
   為替（YEN/USD）     107.7           109.6      ▲1.9 ( 2%の円高)
   金利（%)TIBOR        0.08            0.08           -

18%の増益

83%の増益

81%の増益

【参考数値について】
 *2  基礎収益    ：当社の収益力を測るため、経常的に発
                生する損益項目を集計した参考値。
 *3  有利子負債：BSに計上された有利子負債勘定のうち
                実際に当社に返済義務のある調達資金
                に限定した参考値。

(*1)売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
      なお、EITF第99-19号に従って収益を表示すると、2005年第1四半期は 1兆562億円、2004年第1四半期は9,397億円となります。

c

h.【総資産】
資源案件等への投資や持分法損益の
積み上がり、上場有価証券の含み益増
加により、投資勘定が増加。

i.【株主資本】
主に当期利益の積み上げにより増加。

j.【有利子負債】
利益見合い及び営業債権の回収によ
り、ｷｬｯｼｭﾎﾟｼﾞｼｮﾝが改善したため、有
利子負債はｸﾞﾛｽ・ﾈｯﾄともに減少。
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2005年度第1四半期決算公表参考資料2005年度第1四半期決算公表参考資料

2005年7月29日

三菱商事株式会社
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2005年7月29日
三菱商事株式会社

主要PL項目の前年同期比増減

(億円）
2005年度
第1四半期

2004年度
第1四半期

増減 増加率
2005年度
通期見通し

達成率

売上高 43,288 40,283 3,005 7% 175,000 25%

総利益 2,306 1,946 360 18% 10,000 23%

営業利益 664 362 302 83% 3,000 22%

連結純利益 775 428 347 81% 2,800 28%

基礎収益 1,097 652 445 68% 4,300 26%

○売上高・・・過去3番目の水準
（過去最高は2004年度第4四半期4.6兆円）

○売上総利益・・・過去2番目の水準
（過去最高は2004年度第4四半期 2,361億円）

○営業利益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第2四半期 619億円）

○連結純利益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第4四半期 598億円）

○基礎収益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第2四半期 1,013億円）

○売上高・・・過去3番目の水準
（過去最高は2004年度第4四半期4.6兆円）

○売上総利益・・・過去2番目の水準
（過去最高は2004年度第4四半期 2,361億円）

○営業利益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第2四半期 619億円）

○連結純利益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第4四半期 598億円）

○基礎収益・・・過去最高益
（従来の最高益は2004年度第2四半期 1,013億円）

過去のトラックレコード
（四半期単位）

過去のトラックレコード
（四半期単位）

※四半期決算を開始した2000年度
第3四半期以降が比較対象
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通期見通しの達成状況①（MDP社の状況）

MDP社は1～12月決算のため、2005年4月

以降の販売価格上昇による業績へのインパ

クトは第２四半期から生じる。

このため、当第１四半期の実績は75億円と、

通期見通し944億円に対する達成率は8％に

留まっている。

75

944

0

100

200

300

400

500

600

700
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900

1000

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

MDP社の状況MDP社の状況
《MDP社当期純利益見通し》（億円）

第1四半期
実績75億円
達成率8% 通期見通し

944億円

連結純利益の通期見通し達成状況

（億円）
2005年度
第1四半期

2005年度
通期見通し

達成率

MDP社以外 700 1,856 38%
MDP社 75 944 8%
合計 775 2,800 28%

MDP社を除いた通期見通しに対する達成率は38％と好調な滑り出し
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三菱商事株式会社

通期見通しの達成状況②（商品市況・為替の影響）

商品市況・為替の状況商品市況・為替の状況

第1四半期の状況
（4-6月平均）

通期見通しの前提 増減

為替（YEN/＄） 107.7 100 7.7 1円円安につき年間12億円の増益インパクト

油価(ﾄﾞﾊﾞｲ）
（＄/BBL)

47.9 36.0 11.9 1$上昇につき年間10億円の増益インパクト

銅地金（＄/MT) 3,388 2,756 632 100$上昇につき年間4.5億円の増益インパクト

ｱﾙﾐ地金（＄/MT) 1,790 1,800 -10 100$上昇につき年間10億円の増益インパクト

連結純利益に対する損益インパクト

商品市況・為替は通期見通しの前提を上回る水準か同水準で推移している。
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（億円）

セグメント別連結純利益の前年同期比増減

《増益》
○エネルギー事業・・・石油関連取引の好
調とエネルギー資源関連会社の持分利益
増加
○金属・・・金属資源関連子会社及びメタ
ルワンの持分利益の増加
○化学品・・・石油化学品関連会社の持分
利益増加
○生活産業・・・ローソン移管の影響と食品
関連子会社の業績堅調

《横ばい》
○新機能事業・・・金融子会社などの持分
利益の増加があったものの、前年同期に
計上した株式売却益の反動減で相殺
○機械・・・船舶市況が好調に推移したも
のの、前年同期に国内子会社で計上した
年金代行返上益の反動により横ばい。

《増益》
○エネルギー事業・・・石油関連取引の好
調とエネルギー資源関連会社の持分利益
増加
○金属・・・金属資源関連子会社及びメタ
ルワンの持分利益の増加
○化学品・・・石油化学品関連会社の持分
利益増加
○生活産業・・・ローソン移管の影響と食品
関連子会社の業績堅調

《横ばい》
○新機能事業・・・金融子会社などの持分
利益の増加があったものの、前年同期に
計上した株式売却益の反動減で相殺
○機械・・・船舶市況が好調に推移したも
のの、前年同期に国内子会社で計上した
年金代行返上益の反動により横ばい。

セグメント別
増減理由

セグメント別
増減理由

▲ 71

4675

12544

68145

14595

176

75

157

58

65

▲ 100

100

300

500

700

2004年度第1四半期 2005年度第1四半期

新機能事業

ｴﾈﾙｷﾞｰ事業

金属

機械

化学品

生活産業

消去又は全社
資源価格の推移

2005年度
第1四半期

2004年度
第1四半期

増減
2005年度通期
見通しの前提
となる市況価格

油価（ﾄﾞﾊﾞｲ）
(＄/BBL) 47.9 33.3 14.6 36.0

銅地金
(＄/MT) 3,388 2,705 683 2,756

ｱﾙﾐ地金
（＄/MT) 1,790 1,677 113 1,800

原料炭
（前年度価格）
（＄/MT)

56.5 46.5 10.0
第1四半期     56.5
第2四半期以降 125.0
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三菱商事株式会社

283

155

263

316
293

321

230

428
472

326

598

775

▲  81-100

100

300

500

700

900

1100

第2四半期第2四半期
（億円）

第1四半期第1四半期 第3四半期第3四半期 第4四半期第4四半期

484462
438

404

504

475
477

＊以下の事項により、既に公表した過去の数字をリステートしています。

○2004年度における株式の追加取得により新たに持分法適用対象となった関連会社について、過年度に遡及して持分法を適用
○「関連会社に対する投資」にかかる税効果を「法人税等」に含めて表示

695
652

2002
年度

2003 2002
年度

2002
年度

2002
年度

20032003 20032004 2004

1,013

2004

988

ﾛｰｿﾝ
減損処理
▲321

647647 653

881

代行返上に
伴う清算費用
▲228

20042005

1,097基礎収益：

四半期毎連結純利益・基礎収益の推移
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三菱商事株式会社

株主資本と有利子負債の増減

34 ,790 34 ,2 4735 ,2 08

16 ,0 09

12 ,2 49
15 ,0 45
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